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    平成２９年度  業務及び財産の状況に関する説明書類 
                 

                            平成３０年７月２５日 
  
                        長野県松本市中央二丁目５番１５号 
                        日本費用補償少額短期保険株式会社 
                        代表取締役社長  一関 重幸    
 
 平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの業務及び財産の状況を次のとおり

説明します。 
                  目      次 
 
１．保険会社の概況及び組織に関する次に掲げる事項 
 イ．経営の組織 
 ロ．株主 
  ①氏名・法人名称 
  ②持ち株数 
  ③割合 
 ハ．取締役・監査役・会計参与の氏名・役職名 
  
２．保険会社の主要な業務の内容 
 
３．保険会社の主要な業務に関する次に掲げる事項 
 イ．直近の事業年度における業務の概況 
 ロ．直近の事業年度における主要な業務の状況を示す指標 
  ①経常収益 
  ②経常損失 
  ③当期純損失 
  ④資本金及び発行済株式の総数 
  ⑤純資産額 
  ⑥総資産額 
  ⑦責任準備金残高 
  ⑧有価証券残高 
  ⑨保険金等の支払能力の充実を示す指数 
  ⑩配当性向 
  ⑪従業員数 
  ⑫正味収入保険料 
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 ハ．二事業年度の保険種目ごとの正味収入保険料・元受正味収入保険料・保険引受利益・ 
   正味支払保険金・元受正味保険金 
 二．保険契約に関する指標等 
 ホ．経理に関する指標等 
 へ．資産運用に関する指標等 

ト．責任準備金・異常危険準備金・契約者配当金 
 
４．業務運営に関する次に掲げる事項 
 イ．リスク管理の体制 
 ロ．法令遵守の体制 
 ハ．指定紛争解決機関について 
 
５．直近の２事業年度に関する次に掲げる事項 
 イ．貸借対照表・損益計算書・キャッシュ・フロー計算書及び株主資本等変動計算書に 

関する書面について 
 ロ．保険金等の支払能力の充実の状況を示す比率について 
 ハ．有価証券・金銭の信託の所得に関する事項について 
 二．会計監査人・監査法人について 
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１．当会社の概況及び組織に関する次に掲げる事項 
 イ．経営の組織 
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ロ．株主 
   

株主の氏名又は名称 当社への出資状況 

 持株数等 持株比率 

岡村佳代子 

㈱ライフプラザ信州 

㈱ライフプラザ横浜 

㈱白馬館 

木下尚子 

松沢貞一 

武重守昌 

下川利郎 

太田幸男 

四方 幹夫 

０．３５９千株 
０．２８７千株 
０．２６千株 
０．２千株 

０．１４千株 

０．１千株 

０．１千株 

０．１千株 

０．０９６千株 

０．０８千株 

１４．９％ 
１１．９％ 
１０．８％ 

８．３％ 
５．８％ 
４．２％ 
４．２％ 
４．２％ 
４．０％ 
３．３％ 

（上位１０株主） 
 
 ハ．取締役・監査役・会計参与の氏名・役職名 
                                 

氏  名 地位及び担当 社外役員 そ  の  他 

岡村佳代子 

一 関 重 幸 

松 沢 貞 一 

田中  稔也 

市 川 博 保 

代表取締役会長 

代表取締役社長 

取締役 

監査役 

会計参与 

 

 

社外取締役 

 

 

 

株式会社白馬館 代表取締役 

 

市川税務会計事務所 税理士 

 
 
２．当会社の主要な業務の内容 
 平成２１年４月に関東財務局長より少額短期保険業の登録を受け、同年同月２８日よ 
 り営業を開始致しました。当初は資本金４６００万円にてスタート致しましたが、平 
 成２２年１月に資本金９０００万円に、平成２３年３月に１億２０００万円に増資を 
 実施し、資本増強を図りました。 
 販売する商品は「捜索・救助費用保険」の１商品のみで遭難事故の原因や季節・場所 
を問わず、また年齢や活動形態の制限なく補償するというシンプルな保険です。 
遭難時の経済的・精神的負担に備えていただくとともに、責任を持って安全で楽しい 
アウトドア活動をしていただきたいという願いのもと、これを日本全国の野外活動愛 
好家に対して提供して参ります。 
なお、平成２８年４月２０日に商品改定を実施、補償内容の充実と保険料の見直しを 
行い、またネット加入を可能にして払い込み方法を複数追加することにより、より良 
い商品となりました。 
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３．当会社の主要な業務に関する次に掲げる事項 
 イ．直近の事業年度における業務の概況 
 （１）事業環境及び事業経過  
 弊社は「レスキュー費用保険」の名称で販売する捜索・救助費用保険を通信販売の形態 
 にて販売しております。主に山岳関連雑誌への広告出稿、山岳関連施設、野外活動用品 
 販売店等でのパンフレットの配布を通じて販売活動を行っております。 
弊社は前身である共済事業会社の創業から 10 周年を迎え、商品パンフレット・ウエブの 

 デザインの全面リニューアルを行いました。「nihiho」マークの使用により知名度のアップ

を図り、また１０周年記念イベントを行うなど、企業イメージの刷新を行いＰＲに努めま

した。 
しかし、団塊の世代の高齢化による登山人口の減少や、大手社や同業他社の多種多様な商

品販売の活発さもあり、新規顧客を取り込みきれず、既契約者様の継続率はおかげさまで

好調なものの、新規契約は苦戦しております。 
  
 （２）業績  
 当会計年度の業績は、以下のとおりとなりました。  
 保険料等収入  １３２，３７２，０００円 
 経常損失     １３，８４７，６９８円 
 当期純損失    １４，１０６，０９８円 
   
 （３）対処すべき課題  
  ①増収 

従来から行っている営業活動を地道に継続するとともに、新たな団体・企業の開拓と若

者世代へのアプローチを強化することにより、保険料収入を安定継続的に暫増させ、財

務基盤の健全化に努めます。 
②社内ガバナンスの強化 
経営陣と営業部門及び事務局メンバーが常に情報を共有し一体となって社内ガバナンス

を強化し、より一層お客様に安心していただける体制を目指します。 
 

 
 ロ．直近の事業年度における主要な業務の状況を示す指標 

（単位：千円） 
 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 
経常収益 167,045 145,063 132,373 
経常利益 29,361 ▲9,432 ▲13,847 
当期純利益 20,462 ▲9,728 ▲14,106 
資本金及び発行済株式の総数 120,000 

2.4 千株 
120,000 
2.4 千株 

120,000 
2.4 千株 
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純資産額 ※ 118,804 109,075 94,969 
総資産額 203,463 190,769 181,310 
責任準備金残高 73,939 66,857 69,329 
有価証券残高 － － － 
保険金等の支払能力の充実を示す指数 985.9％ 1082.5％ 1115.6％ 
配当性向 － － － 
従業員数 5 名 5 名 5 名 
正味収入保険料 166,956 137,935 132,325 
 
※なお、平成２９年度保険法上の純資産額は１３１，２１２千円となります。 
 
 ハ．二事業年度の保険種目ごとの正味収入保険料・元受正味収入保険料・保険引受利益・ 
   正味支払保険金・元受正味保険金 

 （単位：千円） 
捜索・救助費用保険 平成２８年度 平成２９年度 
正味収入保険料 137,935 132,325 
元受正味収入保険料 137,935 132,325 
保険引受利益 ▲16,641 ▲11,285 
正味支払保険金 5,343 6,526 
元受正味保険金 5,343 6,526 

（注）支払再保険料・回収再保険料は該当ありません 
 
 二．保険契約に関する指標等 
 保険種目ごとの正味損害率及び正味事業費率並びにその合算率 

捜索・救助費用保険 平成２８年度 平成２９年度 
正味損害率 3.9％ 4.9％ 
正味事業費率 108.2％ 103.5％ 
合算率 112.1％ 108.4％ 

（注）保険契約には再保険は付しておりません 
 
 ホ．経理に関する指標等 
 ①支払備金 

捜索・救助費用保険 平成２８年度 平成２９年度 
支払備金 150 240 

 
 ②責任準備金 

捜索・救助費用保険 平成２８年度 平成２９年度 
責任準備金 66,857 69,329 
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③損害率の上昇に関する経常損失の変動については、仮に損害率が１％上昇した場合、経

常損失は１，３２３千円増加することになります。 
 
ヘ．資産運用に関する指標等 
 ①資産区分ごとの残高及び総資産に対する割合 
 
捜索・救助費用保険 

平成２８年度 平成２９年度 
残高 割合 残高 割合 

現預金 150,051 78.7％ 144,458 79.7％ 
金銭信託 － － － － 
有価証券 － － － － 
運用資産計 150,051 78.7％ 144,458 79.7％ 
総資産 190,769 100％ 181,210 100％ 
 
②資産区分ごとの利息配当収入の額及び運用利回り 
 
捜索・救助費用保険 

平成２８年度 平成２９年度 
利息配当収入 利回り 利息配当収入 利回り 

現預金 1 0.0％ 1 0.0％ 
金銭信託 － － － － 
有価証券 － － － － 
運用資産計 1 0.0％ 1 0.0％ 
（注）保有する有価証券はございません 
 
ト．責任準備金・異常危険準備金・契約者配当金 

（単位：千円） 
捜索・救助費用保険 平成２８年度 平成２９年度 
普通責任準備金 34,583 33,086 
異常危険準備金 32,273 36,243 
契約者配当金 － － 

 
４．業務運営に関する次に掲げる事項 
 イ．リスク管理の体制 
 当会社では、契約取扱規程・危機管理規程・同細則に基づいて対応を行います。特に情

報資産については、情報資産緊急事態対応マニュアルを定め、このマニュアルに定める緊

急事態が生じた場合にはそのマニュアルに沿って対応を行い、情報資産の適切な管理・外

部流出の無いように努めます。 
 
 
 ロ．法令遵守の体制 
 コンプライアンスはすべてに優先する最重要事項であり、当会社の役職員は規定された
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内容に基づいて日々の業務遂行を行うこととしております。特に個人情報保護については、

保険会社として遵守すべく最重要事項のひとつとして、個人情報保護・コンプライアンス

教育規程を設けて研鑽を行ってまいります。 
 

 ハ．指定紛争解決機関について 
 当会社はお客様からお申し出いただいた苦情につきましては、解決に向けて真摯な対応

に努めます。なお、お客様の必要に応じ、一般社団法人日本少額短期保険協会が運営し、

当会社が契約する指定紛争解決機関「少額短期ほけん相談室」をご利用いただくことがで

きます。連絡先は下記のとおりです。 
一般社団法人日本少額短期保険協会 「少額短期ほけん相談室」 
電話： ０１２０－８２－１１４４   
ファックス： ０３－３２９７－０７５５ 
受付日： 月曜日～金曜日（祭日及び年末年始休業期間を除く） 
受付時間：９：００～１２：００  １３：００～１７：００ 
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５．直近の２事業年度における下記の事項について 
 イ．貸借対照表・損益計算書・キャッシュ・フロー計算書及び株主資本等変動計算書に 
関する書面 

 
貸借対照表 

（単位：千円） 
科     目 ２８年度 ２９年度 

（ 資 産 の 部 ）   
現金及び預貯金 
現金 
預貯金 

有価証券 
国債 
地方債 
その他の証券 

有形固定資産 
土地 
建物 

 リース資産 
建設仮勘定 
その他の有形固定資産 

無形固定資産 
ソフトウェア 

 のれん 
 リース資産 
 その他の無形固定資産 
代理店貸 
再保険貸 
その他資産 

未収金 
未収保険料 
前払費用 
未収収益 
仮払金 
その他の資産 

繰延税金資産 
供託金 

150,015 
90 

149,960 
－ 
－ 
－ 
－ 

918 
－ 

474 
－ 
－ 

444 
10,348 
10,348 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

11,451 
3,296 

－ 
1,934 

－ 
4,215 
2,004 

－ 
18,000 

144,458 
75 

144,383 
－ 
－ 
－ 
－ 

617 
－ 

395 
－ 
－ 

222 
7,786 
7,786 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

10,448 
5,747 

－ 
2,046 

－ 
－ 

2,654 
－ 

18,000 
資 産 の 部 合 計 190,769 181,310 



 

 10 / 17 
 

科      目 ２８年度 ２９年度 

（ 負 債 の 部 ） 
保 険 契 約 準 備 金 
支 払 備 金 
責 任 準 備 金 
代 理 店 借 
再 保 険 借 
短 期 社 債 
社 債 
新 株 予 約 権 付 社 債 
そ の 他 負 債 
借 入 金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 金 
未 払 費 用 
前 受 収 益 
預 り 金 
リ ー ス 債 務 
資 産 除 去 債 務 
仮 受 金 
そ の 他 の 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
価 格 変 動 準 備 金 
繰 延 税 金 負 債 
負 の の れ ん 

 
67,007 

150 
66,857 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

14,686 
－ 

330 
4,567 

－ 
－ 

892 
－ 
－ 

8,896 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

 
69,570 

240 
69,329 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

16,770 
－ 

508 
6,381 

－ 
－ 

660 
－ 
－ 

9,220 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

負 債 の 部 合 計 81,693 86,341 
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（ 純 資 産 の 部 ） 
資 本 金 
新 株 式 申 込 証 拠 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 
そ の 他 資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 
そ の 他 積 立 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 
自 己 株 式 ( △ ) 
自 己 株 式 申 込 証 拠 金 
株 主 資 本 合 計 
その他有価証券評価差額金 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 
土 地 再 評 価 差 額 金 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 
新  株  予  約  権 
純 資 産 の 部  合 計 

 
120,000 

－ 
－ 
－ 
－ 

△10,924 
－ 
－ 
－ 

△10,924 
－ 
－ 

109,075 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

109,075 

 
120,000 

－ 
－ 
－ 
－ 

△25,030 
－ 
－ 
－ 

△25,030 
－ 
－ 

94,969 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

94,969 

負債及び純資産の部合計 190,769 181,310 

 
（貸借対照表に関する注記） 

１．重要な会計方針に係る事項 
 この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しております。 
（１）資産の評価基準及び評価方法 
 ①有価証券の評価基準及び評価方法 
  有価証券の取得はありません 
 ②棚卸資産の評価基準及び評価方法 
  最終仕入原価法にて行っております。 
（２）固定資産の減価償却の方法 
  有形固定資産については、法人税法上の規定による定率法を用いますが、平成１０ 

年４月１日以降取得の建物については定額法を用います。無形固定資産につきまして

は、法人税法上の規定による定額法を用います。なお、繰延資産である創立費開業費

につきましては期間５年の均等償却を行っております。 
 （３）その他計算種類の作成のための基本となる重要な事項 
  ①リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって行います。 
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  ②消費税等の会計処理 
   消費税等の会計処理は、税込方式によって行います。 
  ③収益及び費用の計上方法 
  収益につきましては実現主義に基づき、費用につきましては発生主義に基づき認識を

行っております。 
２．責任準備金の内訳 
  普通責任準備金  ３３，０８６千円 
  異常危険準備金  ３６，２４３千円 
３．金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価に関する事項 
  当社は、資産運用につきましては、金融機関の普通預金・当座預金への預け入れのみ

であり、また金銭の借入等は行っておりません。 
４．賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項 
  当社は不動産を所有しておりません。 
５．有形固定資産の減価償却累計額 
  ２，１４０千円 
６．１株当たりの純資産額 
  ３９，５７０円７３銭 
７．保険業法上の純資産額 
  １３１，２１２千円 
 
 損益計算書 

 （単位：千円） 

科     目 ２８年度 ２９年度 
経常収益 
保険料等収入 
保険料 
責任準備金戻入額 
再保険収入 
 回収再保険金 
 再保険手数料 
 再保険返戻金 
その他再保険収入 

資産運用収益 
利息及び配当金等収入 

145,063 
137,979 

(137,979) 
7,082 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
1 

(1) 

132,373 
132,372 

(132,372) 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
1 

(1) 
その他運用収益 

その他経常収益 
－ 
－ 

－ 
－ 

経常費用 
保険金等支払金 
保険金等 

154,651 
5,386 

(5,343) 

146,220 
6,575 

(6,526) 
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解約返戻金等 
契約者配当金 
再保険料 

責任準備金等繰入額 
  支払備金繰入額 
  責任準備金繰入額 
資産運用費用 
事業費 
営業費及び一般管理費 
税金 
減価償却費 
退職給付引当金繰入額 

その他経常費用 

(43) 
－ 
－ 
31 

(31) 
－ 
－ 

149,233 
(138,972) 

(7,566) 
(2,694) 

－ 
－ 

(46) 
－ 
－ 

2,563 
(90) 

(2,472) 
－ 

137,084 
(127,127) 

(7,093) 
(2,863) 

－ 
－ 

  

経常利益（又は経常損失） ▲9,588 ▲13,847 

特別利益 1,800 38 

特別損失 
価格変動準備金繰入額 
その他特別損失 

1,644 
－ 

(1,644) 

－ 
－ 
－ 

契約者配当準備金繰入額 
税引前当期純利益（又は税引前当期純損失） 
法人税及び住民税 
法人税等調整額 
法人税等合計 

－ 
▲9,432 

296 
－ 

296 

－ 
▲13,809 

296 
－ 

296 

当期純利益（又は当期純損失） ▲9,728 ▲14,106 

 
（損益計算書に関する注記） 

１．収益及び費用に関する内訳 

 （１）正味収入保険料  １３２，３２５千円 

 （２）正味支払保険金    ６，５２６千円 

 （３）責任準備金繰入額   ２，５６３千円 

（内訳）普通責任準備金   △２，４７２千円 
              異常危険準備金       ９０千円 
 （４）利息及び配当収入  １千円 

          （内訳）預貯金利息   １千円 

２．１株あたりの当期純利益額   ▲５，８７７円５４銭 

３．関連当事者との取引に関する事項はありません。 
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キャッシュ・フロー計算書 
                                  （単位：千円） 

科     目 ２８年度 ２９年度 
営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前当期純利益(△は損失) 
減価償却費 
創業費開業費繰延資産償却費 
支払備金の増加額(△は減少) 
責任準備金の増加額(△は減少) 
契約者配当準備金繰入額 
退職給付引当金の増加額(△は減少) 
役員退職慰労引当金の増加額(△は減少) 
価格変動準備金の増加額(△は減少) 
利息及び配当金等収入 
有価証券関係損益(△は益) 
支払利息 
為替差損益(△は益) 
有形固定資産関係損益(△は益) 
代理店貸の増加額(△は増加) 
再保険貸の増加額(△は増加) 
その他経常外収益 

その他経常外費用 

売上債権の増加額 
その他資産（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額(△
は増加) 
代理店借の増加額(△は減少) 
再保険借の増加額(△は減少) 
その他負債（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額(△
は減少) 
その他 

 
△9,432 

2,694 
－ 
31 

△7,082 
－ 
－ 
－ 
－ 

△1 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

△1,800 
1,644 

526 
△4,405 

 
－ 
－ 

6,403 
 

－ 

 
△13,809 

2,863 
－ 
90 

2,472 
－ 
－ 
－ 
－ 

△1 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

△38 
－ 

△2,450 
3,452 

 
－ 
－ 

1,906 
 

－ 
 小       計 

利息及び配当金等の受取額 
利息の支払額 
契約者配当金の支払額 
経常外収益 

経常外費用 

その他 
法人税等の支払額 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

△11,421 
1 
－ 
－ 
－ 

1,800 
△1,644 
△2,613 

△13,877 

△5,513 
1 
－ 
－ 
38 
－ 
－ 

△118 
△5,513 
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投資活動によるキャッシュ・フロー 
預貯金の純増減額（△は増加） 
有価証券の取得による支出 
有価証券の売却・償還による収入 
保険業法第 113 条繰延資産の取得による支出 
無形固定資産の取得による支出 

その他 
投資活動によるキャッシュ・フロー 

 
－ 
－ 
－ 
－ 

△13,066 
－ 

△13,066 

 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

財務活動によるキャッシュ・フロー 
借入れによる収入 
借入金の返済による支出 
社債の発行による収入 
社債の償還による支出 
株式の発行による収入 
自己株式の取得による支出 
配当金の支払額 
その他 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △26,964 △5,592 

現金及び現金同等物期首残高 177,015 150,051 
現金及び現金同等物期末残高 150,051 144,458 

 
（キャッシュ・フロー計算書に関する注記） 
１．この計算書は、間接法により表示しております。 
２．現金及び現金同等物の範囲につきましては、手許現金・金融機関の普通預金・当座預

金からなっております。 
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株主資本等変動計算書 
 

 株主資本 評価・換算差額等 新 株

予 約

権 

純資産合

計 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自

己

株

式 

株 主 資 本

合計 

その

他有

価証

券評

価差

額金 

繰 延

ヘ ッ

ジ 損

益 

土 地

再 評

価 差

額金 

評

価 ・

換 算

差 額

等 合

計 

資本準

備金 

その他

資本剰

余金 

資本剰

余金合

計 

利 益

準 備

金 

その他利益剰

余金 

利益剰余

金合計 

積

立

金 

繰越利益

剰余金 

当期首残高 120,000      ▲10,924 ▲10,924  109,075       109,075 

当期変動額                                       

新株の発

行 
                         

剰余金の

配当 
                                

当期純利

益 
            ▲14,106 ▲14,106   ▲14,106          ▲14,106  

自己株式

の処分 
                             

                 

株主資本

以外の項

目の当期

変 動 額

(純額) 

                          

当期変動額

合計 
  -   - ▲14,106 ▲14,106  ▲14,106      ▲14,106 

当期末残高 120,000      ▲25,030 ▲25,030  94,969      94,969 
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ロ．保険金等の支払能力の充実の状況を示す比率 

（単位：千円 比率は％） 

 
２８年度 ２９年度 

（１）ソルベンシー・マージン総額 141,349 131,212 

 ①純資産の総額（繰延資産を除く） 109,076 94,969 

 ②価格変動準備金 － － 

 ③異常危険準備金 32,273 36,243 

 ④一般貸倒引当金 － － 

 ⑤その他有価証券の評価差額（税効果控除前） － － 

 ⑥土地含み損益 － － 

 ⑦契約者配当準備金の一部 － － 

 ⑧将来利益 － － 

 ⑨税効果相当額 － － 

 ⑩負債性資本調達手段等 － － 

 ⑪控除項目（－） － － 

（２）リスクの総額 √（Ｒ１2＋Ｒ２2）＋Ｒ３＋Ｒ４ 26,115 23,521 

 Ｒ１ 一般保険リスク相当額 25,267 22,757 

 Ｒ４ 巨大災害リスク相当額 － － 

 Ｒ２ 資産運用リスク相当額 1,500 1,444 

 Ｒ３ 経営管理リスク相当額 803 726 

ソルベンシー・マージン比率 （１）／【（１／２）×（２）】 1,082.5 1,115.6 

 

 ハ．有価証券・金銭の信託の所得に関する事項 
 当会社は、金融資産は金融機関への預貯金のみで行っており、有価証券の所有や金銭の

信託は行っておりません。 
  
二．会計監査人・監査法人 

 当会社は、金融商品取引法第１９３条の２の規定に基づく公認会計士や監査法人の証明

は取得しておりません。 


